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第138回青森県情報公開・個人情報保護審査会会議録（案件(1)公開分）

１ 開催日時

令和４年10月28日（金） 13時30分～14時43分

２ 開催場所

県庁舎議会棟６階第一委員会室

３ 出席者

(1) 審査会 会長 森 雄亮

会長職務代理者 熨斗 佑城

委員 伊藤 健、香取 真理

(2) 事務局 総務部総務学事課

課長 工藤 正明

課長代理 森田 誠

文書・情報公開グループマネージャー（副参事） 田中 高寿

文書・情報公開グループサブマネージャー（総括主幹） 佐々木 克剛

文書・情報公開グループ主査 豊川 善久

文書・情報公開グループ主事 佐藤 翔太

４ 案 件

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の制定に伴う個人情

報保護制度見直しに係る条例整備について

５ 概 要

会長 それでは審査会を開会いたします。

本日は、７件の諮問案件について審査を行います。

まずは、本日諮問がありました「個人情報保護制度見直しに係る条例整備について」

の件について審査を行います。

なお、本審査会は青森県情報公開・個人情報保護審査会条例第９条の規定により、

原則として非公開とされていますが、本件につきましては、審査請求事案に係る内容

ではないため、青森県情報公開・個人情報保護審査会運営要領第８条の規定により公

開で行うこととします。

本日は加藤委員が所用により欠席ということでございますが、定足数に達していま

すので、このまま開会いたします。

それでは事務局からまず諮問事項について説明をお願いします。

事務局 ［「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の制定に伴う

個人情報保護制度見直しに係る条例整備について」の件について、諮問事案を説明］
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事務局 まずは、ただ今お配りしました参考資料の確認をさせていただきます。資料の

中身でございますが、１枚目が先ほど諮問されました諮問書の写しとなっておりまし

て、続きまして参考資料一覧、以降、資料１から資料８までとなっております。資料

が抜けている等ありましたらお知らせいただければと思いますがよろしいでしょうか。

私の方から諮問事項についてご説明させていただきます。座って説明させていただ

きます。

説明につきましては、主に資料１を活用して行わせていただきます。まず、１ペー

ジを開いていただきまして、条例整備をする背景についてご説明させていただきます。

「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」が令和３年５月

に公布されまして、改正後の個人情報保護法におきまして、地方公共団体の個人情報

保護制度について全国的な共通ルールが規定されまして、来年４月１日に施行される

こととなりました。

資料３にも添付させていただいておりますが、個人情報の保護に関する基本方針に

おきまして、個人情報等、「等」は後ほどご説明しますが、行政機関等匿名加工情報な

どを含みますが、この適正な取扱いを推進するために、地方公共団体の機関や地方独

立行政法人が保有する個人情報等については、法の規律が適用されることに伴いまし

て、法の趣旨を踏まえつつ個人情報等の適正な取扱いに関する条例の制定又は改廃等

に取り組む必要があるとされております。

こうしたことを踏まえまして、地方公共団体における個人情報保護制度の根拠が、

条例から個人情報保護法に移行すること、そして移行した個人情報保護法では条例へ

の委任規定があることから、これらに対応した条例の整備が必要となります。

そして、その条例の整備に当たっての基本的な考え方ですが、１つ目としましては、

今回の条例整備は今般の個人情報保護制度の見直しによるものに限るものとします。

つまり他の要因による改正は行わないということです。２つ目としましては、個人情

報保護が後退したという懸念を抱かれないように、可能な限り現状を踏襲することと

します。この２つの基本的な考え方を基に条例整備案をお示ししていきたいと考えて

おります。

続いて２ページ目をご覧ください。２番目としまして、個人情報保護法制の体系に

ついてご説明いたします。

個人情報保護制度は、主体ごとの異なる制度から個人情報保護法に基づく制度へ一

本化と、上の方に記載させていただいておりますが、下のイメージで表しております

とおり、令和３年度までは民間事業者、そして国、独立行政法人等の個人情報保護制

度がそれぞれ別の法律により運用されておりましたが、今年度からは個人情報保護法

に一本化されておりまして、来年度になりますと、一番右側の地方公共団体等につき

ましても個人情報保護法が適用されるということになりまして、冒頭ご説明いたしま

したが、地方公共団体については、法の施行のための条例を整備する必要があるとい

うことになります。

続いて３ページ目をご覧ください。個人情報保護法の構成になります。法律は第１

章の総則から罰則までの８章立てとなっておりますが、青字の第４章が民間事業者に
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適用される規律が規定されておりまして、今回の条例整備に関連する、国と地方公共

団体の規律が規定されている部分は赤字の第５章となっております。今回、条例整備

に当たっての考え方は、第５章の節の順番に沿ってご説明させていただきます。

続きまして４ページ目をご覧ください。具体の説明に入る前に留意事項をご説明い

たします。冒頭申し上げましたが、今回の改正法の目的は、四角囲みのとおり、活発

化するデータ利活用に対応するため、別個の法律や条例により生じていた不均衡・不

整合を是正し、個人情報等の適正な取扱いのために必要な全国的な共通ルールを法律

で設定するということになります。

そのため、法と重複する内容の規定を条例で定めることは、法の解釈・運用を所管

する個人情報保護委員会が一元的に担うこととした令和３年改正法の趣旨に照らし許

容されておりません。

また、法では、開示請求等における手数料について条例で定めることとしているほ

か、一定の事項について条例で定めることが許容されているものがありますが、一方

で個人情報保護やデータ流通について、直接影響を与えるような事項で、法に委任規

定が置かれていないもの、例えば記載しておりますがオンライン結合に特別の制限を

設ける規定であったり、個人情報の取得を本人からの直接取得に限定する規定などに

つきましては、条例で独自の規定を定めることは許容されておりません。

そして単なる内部の手続に関する規律に過ぎない事項など、個人情報保護やデータ

流通に直接影響を与えない事項については、条例で独自の規定を置くことも考えられ

ると国のガイドラインでは示されております。以上の考えに沿いまして、今回整備す

る条例の規定内容について整理していきます。

続きまして５ページをご覧ください。以降のページで地方公共団体等の規律に関連

する個人情報保護法の概要、新条例の整備案をご説明させていただきます。

まずは適用対象についてご説明いたします。地方公共団体等の規律、先ほど申し上

げた第５章が適用となるのは記載のとおり、議会を除いた地方公共団体の機関と地方

独立行政法人となります。地方公共団体の機関が行う病院・診療所・大学の運営業務、

試験研究・大学・病院業務を目的とする地方独立行政法人については、一部において

民間事業者の規律が適用となります。

下の表に示させていただいておりますが、イメージとしては試験研究など民間事業

者と共同で行うものについては、民間事業者の規律に合わせる。それ以外の開示等請

求の手続きについては地方公共団体の規律が適用されるということになります。

また、右上の緑の部分に記載のとおり、現行条例で実施機関となっている議会と地

方公社につきましては、法に規定される地方公共団体等の規律の適用対象には含まれ

ないことから、新たに整備する条例の実施機関からは外れることとなります。条例で

第５章の地方公共団体等の規律を適用することも許容されておりません。こういった

ことから、議会については独自の条例を制定する予定で調整していると聞いておりま

す。そして地方公社については民間事業者として第４章の民間事業者の規律が適用さ

れることとなります。

続きまして６ページをご覧ください。個人情報保護法の概要・新条例整備案の中の

総則と行政機関等における個人情報等の取扱い、先ほどご説明した法律ですと、第５
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章の第１節と第２節につきましてご説明いたします。こちらにつきましては、お手元

の資料４の条例と法の比較表を用いながらご説明したいと思いますので、資料４の１

ページ目をお開きいただけますでしょうか。

まずは個人情報の定義についてですが、現行の条例第２条では、「個人に関する情報

であって、次のいずれかに該当するもの」と規定されているのに対しまして、法律で

は「生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するもの」と規

定されておりまして、法律では死者に関する情報は含まないとされております。

この点につきまして個人情報保護委員会の説明では、法は個人情報の取扱いに関連

する個人の権利利益を保護することを目的とするものでありまして、本人が関与する

ことなどにより権利利益の保護を求めることができるのは生存する個人でありますの

で、個人情報の範囲に死者に関する情報は含まないとしております。

ただし、死者に関する情報が同時に遺族等の生存する個人を識別することができる

場合に限り、その生存する個人を本人とする個人情報に該当するとしておりまして、

この場合にはその情報は開示請求等の対象になるとされております。

続きまして条例要配慮個人情報についてご説明させていただきますが、同じ資料４

の２ページ目の右側に要配慮個人情報の定義が条例・法律ともに規定されておりまし

て、下段の法律の要配慮個人情報の規定の隣にカッコ書きで条例要配慮個人情報の規

定を記載させていただいております。

その規定の中段から後段にかけて、「地域の特性、その他の事情に応じて本人に対す

る不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要する

ものとして地方公共団体が条例で定める記述等が含まれる個人情報」を条例要配慮個

人情報と定義しておりまして、必要があれば条例で規定することができるとされてお

ります。

このことにつきまして、資料１の６ページにお戻りいただきたいのですが、右側の

赤枠内で整備案をお示ししております。現行条例におきまして、要配慮個人情報は個

人情報保護法施行令を引用する形で定めております。そのため独自の要配慮個人情報

を規定しておらず、今後もその必要性は認められないことから、条例要配慮個人情報

については規定しないこととして考えております。

続きまして資料１の左側、条例要配慮個人情報の下の項目について、資料４を用い

て比較しながらご説明いたします。まず資料４の８ページをお開きください。

条例ですと第７条、法ですと第61条の保有の制限についてですが、個人情報の保有

に当たっては、それぞれ第１項において、事務遂行に必要な場合に限定し、できる限

り利用目的を特定しなければならないと規定されておりまして、第２項においても利

用目的の達成に必要な範囲での保有と規定されており、第３項も条例・法ともに同様

の内容が規定されております。

続きまして、同じページの条例第８条で取得の制限に関する規定がございますが、

条例では「個人情報を取得するときは適法かつ公正な手段により取得しなければなら

ない」とされておりまして、第２項においては要配慮個人情報の取得を原則禁止して

おります。

一方、法律では「偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない」と
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規定されているのみでありまして、要配慮個人情報の取得を禁止する規定はありませ

ん。

一方で、同じページ内の左側、条例第８条第４項の利用目的の明示についてですが、

本人から直接書面で取得する場合は利用目的を明示しなければならないとされており

まして、法でも同じような内容が規定されております。

続きまして９ページ、下の方の法第63条では不適切な利用の禁止ということで、違

法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法による個人情報の利用を

禁止しておりますが、現行条例では同様の規定がございません。法第64条は先ほどご

説明させていただきましたので省略させていただき、法第65条と66条につきましては、

後ほど11ページにてご説明させていただきますので、省略させていただきます。

続いて10ページの方をご覧いただきたいのですが、利用及び提供の制限につきまし

て、条例・法律ともに目的外の利用・提供が禁止されておりますが、条例第10条で規

定されております情報機器の結合による提供の制限、こちらにつきましては法におい

ては規定がありません。

この分野の最後の説明になりますが、11ページの条例第11条、法第65条と第66条で

安全管理のために必要かつ適切な処置を講ずることや、過去又は現在の事実と合致さ

せて正確性を確保することについて、同内容の規定がございます。これらのことをま

とめたものが、資料１の６ページの内容となります。

そして緑の囲みの部分をご覧いただきたいのですが、これまでの条例で規定されて

いるものについて、法律に規定がないものがございまして、それについては新しい条

例に規定することは許容されておりません。先ほどもご説明しましたが不適正な利用

の禁止というものが、現行条例に規定はありませんが法で規定されたということにな

ります。

続いて、資料１の７ページをご覧ください。個人情報ファイル簿の作成・公表につ

いてご説明させていただきます。

まず個人情報ファイルとは何かということになりますが、個人情報を検索できるよ

う体系的に構成された電算処理ファイルやマニュアル（手作業）処理ファイルとあり

ますが、例えば病院のカルテなどのように検索しやすいように50音順に並べたものが

マニュアル処理ファイルに該当し、個人情報ファイルとされております。そして、そ

の個人情報ファイルについて名称であったり利用目的、記録されている項目等を記載

した帳簿を個人情報ファイル簿と呼んでおりまして、本人の数が1,000人以上の個人情

報ファイルについては個人情報ファイル簿を作成し、公表しなければならないとされ

ております。

右上の緑部分にあるとおり、現行条例では個人情報取扱事務登録簿というものを作

成して公表しておりまして、これにつきましては本人の数にかかわらず、個人情報を

取り扱う事務ごとに作成・公表しております。その登録簿の中では電算処理ファイル

を利用しているかどうかについても登録簿に記載されております。

そして下の方にあります赤字部分となりますが、個人情報保護法では第75条第５項

におきまして、「条例で定めるところにより、個人情報ファイル簿とは別の個人情報の

保有の状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、公表することを妨げるものではな



- 6 -

い」と規定されておりまして、条例で定めることにより個人情報ファイル簿とは別の

帳簿を作成し公表することができるとされておりますが、個人情報ファイル簿とは別

の帳簿を作成し公表したとしても、個人情報ファイル簿の作成・公表義務がなくなる

ものではありません。

こういったことを踏まえまして、条例整備案を下にお示ししておりますが、1,000人

に満たない個人情報ファイルについても、個人情報ファイル簿と同様の帳簿を作成し

公表することとしたいと考えております。理由につきましては、個人情報ファイル簿

以外に何ら公表しないこととした場合には、個人情報保護の後退につながること。そ

して個人情報ファイル簿とは別の帳簿として、例えば個人情報取扱事務登録簿の作成

・公表を継続するということも考えられますが、そうなりますと個人情報取扱事務登

録簿と個人情報ファイル簿がどちらも存在することになりまして、利用者の混乱を招

くおそれがあるほか事務が煩雑となるということもありまして、結果として行政サー

ビスの低下が懸念されますので、これまで作成・公表していた個人情報取扱事務登録

簿につきましては廃止することとしまして、本人の数が1,000人未満の個人情報ファイ

ルにつきましても、法で定める個人情報ファイル簿と同様の帳簿を作成し、公表する

こととしたいと考えております。

続きまして資料１の８ページ、開示・訂正・利用停止につきましてご説明させてい

ただきます。個人情報保護法では、何人も請求が可能とされておりまして、請求につ

いては書面によるものとされております。そして条例で定める額の開示請求に係る手

数料を納付することとされています。また請求に当たっては、法定代理人のほか任意

代理人による請求も可能とされており、請求があった日から30日以内に開示決定しな

ければならないとされております。その上で、法第108条の規定により、これらの手続

に関する事項について、法に反しない限り条例で必要な事項を定めることが可能とさ

れております。

法の規定事項に対してこれまで現行条例で規定されているものが右上の緑部分にな

りますが、上から３つの項目であります、「口頭請求」、「決定通知等がなかった場合

に、不開示決定とみなす規定」、そして「更なる開示を申し出る規定」というものもご

ざいましたが、これらについては法律に規定がなく新しい条例に規定することも許容

されておりません。

また、任意代理人による請求については、特定個人情報の場合のみとこれまではし

ておりました。

そして手数料につきましてもこれまでは徴収しておらず、写しの交付に係る費用の

みを実費として徴収しており、開示等の決定期限につきましても15日以内に決定通知

をするということにしておりました。

これらを踏まえて条例の整備案についてですが、手数料につきましては無料としま

して、従来どおり開示文書の写しの作成・送付費用については、徴収することとした

いと考えております。

その理由としては、開示請求手数料は現在も徴収しておらず、行政サービス後退と

の評価につながること、そして情報公開制度でも徴収しておりませんので、手数料は

徴収しないこととし、保有個人情報が記録されている文書等の写しの交付を受ける場
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合は、その写しの作成・送付に要する費用を現在も求めておりまして、情報公開制度

でも同様に求めていることから、引き続き写しの作成・送付に係る費用の負担を求め

るものとしたいと考えております。

続きまして、期限等の取扱いにつきましては、開示決定等の期限を現行条例上の期

限としたいと考えております。そして全部・一部不開示決定の場合で開示することが

できる期日が明らかなときについては、その記述を決定通知書に記載することにした

いと考えておりまして、こちらの理由につきましても法に抵触しない限りにおいて、

個人情報保護が後退したとの評価につながらないよう現行制度を踏襲する必要がある

こと、そして情報公開制度との整合を確保する必要があることを踏まえまして現行と

同様の取扱いとすることを考えております。

続きまして９ページをご覧ください。開示に関連する事項として、法第78条第２項

におきまして、行政機関情報公開法に準拠したものに限りますが、不開示情報の範囲

を情報公開条例と整合させることができるとされております。

表の部分をご覧いただきたいのですが、県の情報公開条例では個人情報保護法や行

政機関情報公開法の不開示情報と異なるものとして、法令秘情報そして不開示指示情

報が規定されておりまして、また、その情報公開条例で不開示情報から除かれており

ます職務遂行情報である公務員等の氏名につきましては、※１部分になりますが、法

律で除かれていないこと。そして条例では、※２の部分になりますが、任意提供情報

については法人からの任意提供情報が条例には含まれておりますが、法律では法人か

らの任意提供情報は法人等情報に含まれるとされております。

これらの整合を図るために整備案をお示しさせていただいておりますが、公務員等

の氏名については個人情報保護法の解釈で開示可能ということで示されておりますの

で、解釈により整合を確保したいと考えております。

また、不開示情報の類型につきましては、対象となる類型が冒頭申し上げた行政機

関情報公開法第５条に規定する不開示情報に準ずる情報に該当しないこと、そして個

人情報の保護に関する条例には規定できないものの、これまで情報公開と個人情報保

護の両制度間の整合を確保してきたところでありまして、その整合を引き続き確保す

る必要があると考えることから、行政機関情報公開法に準じて情報公開条例の不開示

情報の類型を整理したいと考えております。

続きまして10ページ目をご覧ください。訂正・利用停止につきましてご説明させて

いただきます。

法律では、訂正・利用停止につきまして、開示決定に係る個人情報につき請求が可

能とされておりまして、請求する場合は開示を受けた日から90日以内に請求すること

とされており、行政機関は請求があった日から30日以内に訂正・利用停止決定をする

こととされております。

こちらにつきましても、先ほど申し上げた法第108条の規定によりまして、法に反し

ない限り条例で必要な事項を定めることができるとされております。その上で、右上

の緑部分になりますが、現行条例におきましては、請求に関する期限につきましては

特段設けておりません。そして請求があった場合、その請求があった日から30日以内

に決定通知をするとされておりまして、訂正を実施したときはその旨を通知すると規
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定しております。

これらを踏まえました条例整備案ですが、先ほどもご説明したとおり、個人情報保

護法に抵触しない限りにおいて、個人情報保護が後退したとの評価につながらないよ

うに現行の制度を踏襲する必要があること、そして情報公開制度との整合を確保する

必要があることから、訂正・利用停止決定等の期限を現行条例上の期限、通知期限と

して、訂正の実施をしたときは訂正請求者に対し遅滞なくその旨を書面により通知す

ることとしたいと考えております。

続きまして11ページ目の審査請求につきましてご説明させていただきます。

まず、開示決定等又は開示請求等に係る不作為についての審査請求の諮問先につい

ては、これまで条例を根拠として設置されていたものが、この個人情報保護制度につ

いては来年度から法が設置根拠となりまして、法に基づいて諮問先を規定することと

なります。その上で、個人情報保護法第105条第３項は読替規定となっておりますが、

審査請求の諮問先については行政不服審査法第81条の規定により地方公共団体に置か

れる機関に諮問されることとなります。そしてこの諮問先をどうするかということに

ついてですが、引き続きこれまでの調査審議のノウハウを活用することが適当である

と考えておりまして、本審査会へ諮問することとしたいと考えております。

続きまして２点目の調査審議の手続についてですが、こちらにつきましてはお手元

の資料５でご説明したいと思います。資料５の２ページ目をご覧ください。

先ほどお伝えしましたとおり、個人情報保護についての諮問先については、行政不

服審査法を根拠として設置されますので、調査審議についても行政不服審査法が適用

されることとなります。上から現行の審査会条例、そして真ん中が行政不服審査法、

そして参考までに国の情報公開・個人情報保護審査会設置法を比較した比較表となっ

ておりますが、条例の第６条の意見の陳述等において、口頭で意見を述べる機会を与

えるよう努めなければならないということで、努力義務となっているのに対しまして、

その下の行政不服審査法については口頭で意見を述べる機会を与えなければならない

ということで義務規定となっております。

また、３ページの資料等の閲覧の求めへの対応につきましても、条例では閲覧をさ

せるように努めるものとすると規定されているのに対しまして、行政不服審査法では

第78条第１項のところで、閲覧を求めることができ、原則としてそれを拒むことがで

きないということで規定されております。

また、第78条第１項に規定のある審査会に提出された資料等の写しの交付の求めと、

同じ第78条第４項に規定されている交付に関する手数料についても、審査会条例では

規定がないということになっております。

これらを踏まえまして、資料１の11ページにお戻りいただきたいのですが、一番下

の整備案になります。案としましては、青森県情報公開・個人情報保護審査会条例を

改正しまして、整合を確保することとしたいと考えております。その理由としまして

は、調査審議の手続については、情報公開と個人情報保護の両者に共通のものとして

審査会条例で規定しているところ、引き続き手続の整合を確保することが適当である

こと、そしてその手続の整合を図る具体の方法としまして、行政不服審査法の規定に

合わせる形で審査会条例を改正することを考えております。
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ただし、審査会に提出された資料等の写しの交付の求めへの対応につきましては、

行政不服審査法上の手続、いわゆる個人情報保護制度としては手数料を徴収すること

となるものではありますが、審査会条例上の手続、いわゆる情報公開につきましては、

県民に新たな負担が生じることがないように手数料は徴収しないということで進めた

いと考えております。

続きまして資料の12ページをお開きください。まず、審査請求に関連して法第107条

第２項において「条例で定めることにより、行政不服審査法第４条の規定の特例を設

けることができる」とされておりまして、条例で定めることによって審査請求をすべ

き行政庁を変更することができるとされておりますが、現在、青森県個人情報保護条

例に基づく開示決定等の処分につきましては、条例に特別の定めは設けておらず、今

後もその必要性は認められないと考えておりますので、行政不服審査法第４条の規定

の特例は設けないこととしたいと考えております。

続いてその下の個人情報の適正な取扱いを確保するための審議会等への諮問につい

てですが、法第129条において「地方公共団体の機関は条例で定めることにより、個人

情報の適正な取扱いを確保するため、専門的な知見に基づく意見を聞くことが特に必

要であると認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することができる」と

規定されておりまして、審査請求以外の案件について諮問を要するものがある場合は、

条例で定めることが求められております。

これについての整備案ですが、現在も個人情報保護制度の運営に関する重要事項に

つきましては、本審査会に諮問することとしておりまして、今後もその必要性は変わ

らないものであること、そして本審査会以外に諮問に適正に応答できる機関はないこ

とから、個人情報の適正な取扱いを確保するための諮問先については、本審査会とし

たいと考えております。

続きまして13ページをご覧ください。行政機関等匿名加工情報の提供等についてご

説明いたします。まず、行政機関等匿名加工情報とは何かということで、囲みの一番

上の丸の部分で、行政機関等が保有する個人情報を特定の個人を識別することができ

ないように加工し、かつ、その個人情報を復元できないようにした情報ということで

定義されております。

作成方法の基準等は個人情報保護委員会の規則で定められておりますが、一番下の

表の提案募集の流れをご覧いただきたいのですが、まずは個人情報ファイル簿に掲載

された個人情報ファイルであるなどの一定の要件、その直前の①から③ですね。そう

いった要件を満たす個人情報ファイルを公表し、その後提案募集を行い、提案があっ

た場合はその内容を審査してから実際に行政機関等匿名加工情報を作成し、提供して、

最後活用していただくと、そういった流れになっております。

赤囲みの部分になりますが、その過程において加工に要する費用等を手数料で徴収

することとなります。今ご説明した内容が14ページとなっておりますが、詳しい説明

につきましては割愛させていただきます。

これらを踏まえまして15ページをご覧ください。行政機関等匿名加工情報の提供等

に当たっての条例で整備する事項を記載しております。

まず、法第119条の第３項と第４項におきまして「行政機関等匿名加工情報の利用に
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関する契約を地方公共団体の機関と締結するものは、条例で定めるところにより実費

を勘案して政令で定める額を標準として、条例で定める額の手数料を収めなければな

らない」と規定されておりまして、行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料につ

いて条例で定める必要があります。これにつきましては、行政機関等匿名加工情報の

利用に係る手数料は来年度から導入されるものでございまして、実績がまだないとい

うこと、そして政令で定める標準額と異ならせる特殊事情等もないため、政令と同額

とし、手数料の納付については証紙による納付を原則とすることを考えております。

続きまして、情報公開条例の不開示情報への追加等についてご説明いたします。こ

の行政機関等匿名加工情報につきましては、平成29年度から国で制度が導入されてお

りまして、導入の際に個人情報保護法第５章第５節において提供の仕組みが設けられ

ており、他の手続によって提供されることがないようにするために、行政機関情報公

開法においては不開示情報とされております。また行政機関等匿名加工情報を作成す

るために用いた保有個人情報から削除した記述若しくは個人識別符号である、いわゆ

る削除情報についても公にすると行政機関等匿名加工情報の取扱いに対する国民の信

頼を害するおそれがあるとして、行政機関情報公開法において不開示情報とされてい

るとともに、公益上の理由による裁量的開示の対象からも除かれております。

これらを踏まえまして、条例整備案としましては、国と同様に行政機関等匿名加工

情報そして削除情報を青森県情報公開条例の不開示情報に規定するとともに、公益上

の理由による裁量的開示の対象から除くこととしたいと考えております。

続きまして16ページをお開きください。その他の事項として、条例で定めることが

許容される事項として、運用状況については引き続き公表することとしたいと考えて

おります。

理由としましては、現在、毎年度情報公開と併せまして個人情報保護条例の運用状

況を公表しておりますが、来年度以降は個人情報保護委員会が国と地方公共団体の機

関等における法施行状況というものを取りまとめまして、その概要を公表することと

されております。しかしながら、県としても情報公開制度と対の制度として引き続き

本県における両制度の運用状況を公表することが重要であると考えておりまして、運

用状況の公表につきましては引き続き行いたいと考えております。

そして※の部分ですが、今般整備する条例の性格は個人情報保護法の施行のための

ものとなりますので、現行の個人情報保護条例で規定をしております、県民・事業者

等の責務規定を置くことは適当ではなく、現在条例に基づく制度として設けている事

業者が取り扱う個人情報の保護に関する規定につきましては、個人情報保護法に同じ

内容の規定がございますので、一本化された制度下において法と条例で同じ規定を置

く必要はないことから、置かないこととしたいと考えております。

そしてその下の部分、最後に新条例の施行日についてですが、法律が地方公共団体

に適用される日と同じ日の令和５年４月１日の施行を予定しております。

整備案の説明については以上となりますが、これまで主に法の第５章の順に沿って

ご説明した内容について、整備案を確認までに取りまとめたものが17ページにござい

ます。

繰り返しとなりますが、まずは条例で定めることが必要な事項としましては、保有



- 11 -

個人情報開示請求手数料、そして行政機関等匿名加工情報利用手数料。

続いて個人情報保護法に規定があるもので、条例で定めることが許容されている事

項としましては、条例要配慮個人情報、個人情報ファイル簿とは別の帳簿の作成・公

表、情報公開条例との整合を図るための開示・不開示情報の特例、審査請求をすべき

行政庁の特例、保有個人情報の開示・訂正・利用停止等の手続、審議会・審査会の諮

問について、最後に個人情報保護法に規定がないもので、条例で定めることが許容さ

れている事項としましては、開示文書の写しの作成・送付費用、運用状況の公表につ

いて、最後に開示決定等又は開示請求等に係る不作為についての審査請求の諮問機関

ということでまとめさせていただいております。

説明につきましては以上となります。

会長 ありがとうございます。ただ今の説明を踏まえまして、各委員から意見や質問が

あればお願いいたします。

そうすると私の方から１点伺いますが、条例整備案を用意していただいていますが、

この中で従前とほぼ同じというか、扱いとしては同じかなというふうには感じており

ますけども。取り分け何か新しい条例整備案で異なるところが出てくるとすればどう

いったところでしょうか。

事務局 現行の個人情報保護条例と異なるところという意味ですか。

会長 はい、そういう意味です。

事務局 主としては、16ページですかね。最後の方で説明をさせていただいておりまし

たけれども。16ページのその他の※の部分が新しい条例では規定を置かないというこ

とで考えているということで、ここは現行条例と異なるのかと。今の条例というのは

本県独自の個人情報保護制度を作っている条例になりますが、一方、新しい個人情報

の条例といいますのは、説明にもありましたとおり、個人情報保護法の施行のための

条例というところの側面が大きいというところで、そういう条例の性格の違いという

ものを考慮しますと、現行条例にあるここの部分というのは、なかなか新しい条例の

方で置くということはないのかなと考えております。

会長 ありがとうございます。

事務局 あと、資料どおりなのですけれども、現行条例との違いといいますか、大きい

ところでいいますと、行政機関等匿名加工情報についての手数料を定めるというとこ

ろですかね。提供制度自体は法で定まっておりますけれども。

会長 ありがとうございます。他にご質問・ご意見等はございますか。

熨斗委員 １点だけ。今回法律の改正に伴って整備するということで、個人情報保護条
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例は今、条文を作っているのかもしれないですけれど、条文の数は大分圧縮されると、

大体法律に書いてあることは条例に書かなくなるということなので、条例は条文の数

としては大分圧縮したものになると、そういう理解でいいですか。

事務局 基本的には、最後のページにある規定すべき手数料、法に委任がある部分、そ

れから委任はないけれども規定したいというところに限定されますので、条例条文と

しては大分少なくなるのかなと考えております。

熨斗委員 ありがとうございます。

会長 条例整備案について１点質問で、９ページなのですけども、条例整備案の解釈に

より整合を確保するというのは、具体的にはどういったことになりますか。

事務局 資料４の18ページですけれども、県の条例は21条、個人情報保護法は78条で、

条例は上段の４号、法は下段第２号の部分になります。具体的には４号の、あるいは

２号ハの部分が該当するところになります。

条例上は、公務員等の氏名も個人情報から除くとされておりますけれども、下段の

法の２号のハでは氏名が入っていないんですが。法の第２号のイ・ロ・ハのイで、「法

令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定さ

れている情報」の「法令」に条例も含まれますので、青森県情報公開条例もここの「法

令」に含まれると。公務員等の氏名につきましては県の情報公開条例で開示すること

になっているので、ここのイに該当するということで開示可能という説明を国からい

ただいておりましたので、そこを活用させていただこうかなと考えております。

会長 公慣行ではなくて情報公開条例を引っ張ってきて、「法令の規定により」というと

ころを読み替えるというのが国の説明なのですか。

事務局 はい。

会長 はい。ありがとうございます。

もう１つ、運用ですね。運用としてあまり実務的に変わるところはないのかなと思

っているのですけれども、例えば資料１の８ページで、現行条例で規定されているの

がされなくなった場合、ここはまさしく変わるところだと思うのですけれど。例えば

ここの右上の※の辺りは、何か手当ですね。条例ですることはできないでしょうけれ

ども。何か手当、実務的な対応というのは何か検討されているところはあるのでしょ

うか。

事務局 ８ページの緑囲みのところになりますが、ここの２つ目の「不開示決定とみな

す」ということは、手続の話ではないので、これは条例でどうのこうのということは

できないとは思うのですけれども。例えば、特に一番影響があるところは、一番上の
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試験結果等については、現行条例では書面による請求というのが原則ですけれども、

試験結果等につきましては口頭請求もできるという制度になっておりまして、それが

個人情報保護法では請求はあくまでも書面であるから、口頭による開示請求はできな

いとなっております。

一方で、今、国から説明をいただいているところでのお話になりますけれども。資

料４の10ページ下段が個人情報保護法の規定になりますけれども、第69条が利用提供

の制限で、「利用目的以外の目的のために利用提供してはいけない」というのが１項、

第２項で、前項の規定にかかわらず目的外利用ができる場合というのが４つほど挙げ

られてございます。

この中の１つ目、「本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき」という規定が、

国が作っていた事務マニュアルみたいなのがあるのですが、その中の説明で、ここで

いう「本人に提供するとき」というのは、「行政機関の長等の判断により本人に提供す

る場合をいい、例えば本人から試験結果の提供を求められた場合に、本人に対して提

供をする場合も含まれる」というようなことが事務マニュアル的なものに規定がされ

ております。その上で、口頭での求めに応じて提供する場合も含まれるというような

記述がございますので、県として、こういったところも踏まえてこれから対応を検討

していきたいと考えております。

会長 利用目的以外の目的のための利用なので、それが解釈可能であれば今までどおり

口頭で請求があって、口頭で教えるということも可能であるのではないかということ

ですね。

事務局 そうですね、はい。

会長 ありがとうございます。

熨斗委員 今の件だとその解釈で、今後もしていきますとなった場合は、試験結果の開

示というのは正式な個人情報の開示請求とはまた別の方法によって開示するというこ

とになる結果、例えば統計で出している開示件数は今まで試験結果も入っていたけれ

ども、それが全部なくなって件数は大分下がったりとか、そういう話になり得る、そ

ういう理解になるんですかね。

事務局 そうですね。

会長 やや特殊な話ですよね。その他にございますか。今日の段階で他の委員から他に

質問意見等ございますか。よろしいですか。

事務局からの説明によりますと、今回の条例改正については令和５年２月の県議会

に見直し後の条例案を提案したいとのことでございますので、審査会としては今回を

含めて３回程度審議を行いまして、その後知事に対して答申をしたいと考えておりま

す。
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あと事務局に対して、次回審査会までに追加資料の作成等の依頼する事項とかが委

員からあればおっしゃっていただければと思いますが。逆に事務局としては何か用意

しようと思っているものとかございますか。

事務局 今のところは特に考えていませんが、もし出てくればそこは適宜お示しさせて

いただきたいと考えています。

会長 答申案の形にしていくに当たっては、また従前の答申案などを参照して同じよう

な形になるのかなという理解なので、そこら辺は追々ということですね。承知しまし

た。

それでは今日はこのくらいにいたしまして、個人情報保護制度見直しに係る条例整

備についての審査は、本日はこれで終了といたします。お疲れ様でした。

この後、休憩を挟んで審査請求に係る諮問案件の審査を行います。青森県情報公開

・個人情報保護審査会第９条の規定により、そこからは非公開で開催いたしますので、

傍聴されている方はご退席の方お願いいたします。それでは10分間の休憩といたしま

す。


